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第４ 事業者に消費者関連情報を活用してもらうための方策の検討 

１ ヒアリング結果の分析 

 取組内容は各社様々であるが、多くの事業者において本業を通じた地域・社会貢

献活動を自ら企画・立案し、情報提供を行っている。情報提供は「場」を活用して

行っており、福祉や防犯等の分野を中心に、顧客や地域住民等にとって有益で価値

のある情報を届けている。また、必要に応じて地方公共団体と連携協定を締結する

等の方法により連携関係を構築しながら進めている。 

このような取組において、多くの事業者は顧客や地域住民等にとって有益で価値

のある情報を届けたいとの意思を有しており、地域・社会貢献活動が促進されるよ

うな情報であれば、幅広く扱えるようになることは望ましいことである。消費者行

政においても、顧客や地域住民等にとって有益で価値のある消費者関連情報をこの

ような事業者に提供すれば、十分活用してもらえる可能性がある。 

このような取組を展開しようとする事業者が増えている背景として、ＳＤＧｓの

推進等の社会的な潮流があることは先に説明した通りであるが、それに加えて次の

ようなメリットがあると考えられる。 

 

また、多くの事業者は行政と連携して取組を行っている。本来、事業者が自主的

な取組として行っているものであるが、行政と連携することによって更にメリット

を得ることができる。 

 

そして、このような取組は、事業者だけでなく行政や消費者にとってもメリット

がある。 

《事業者にとってのメリット①：自主的な取組を行うメリット》 

●集客力の向上や顧客からの信頼獲得につながる。 

●地域の安全・安心の確保や活性化等により地域住民の生活が向上し、住民が

自社をさらに利用してくれるようになる。 

●自社イメージの向上につながる。 

●従業員が地域・社会貢献活動を誇りに思い、自社への帰属意識を強めたり、

満足度を高めたりする。その結果、離職率の低下にもつながる可能性がある。  

《事業者にとってのメリット②：行政と連携するメリット》 

●自社の取組や業種・業態等に合った情報を、行政の知見を活用して入手できる。 

●行政と一緒に取り組むことで、事業者の取組に対する顧客の安心感・信頼感が

増し、顧客に参加してもらいやすくなる。その結果、本業の集客効果も高まる。  

●行政と一緒に取り組むことで、自社の地域・社会貢献をアピールできる。 
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以上のようなメリットを踏まえると、消費者行政においても事業者に消費者関連

情報を活用してもらい効果的に情報提供を行えるようにすることが必要である。 

事業者と行政の連携がうまく機能するためには、それぞれの主体にとってのメリ

ットを最大限に発揮されるような方法で行うことが重要である。そのためには、消

費者行政が提供できる消費者関連情報やデータ、人材等の資源を可能な限り有効活

用することが必要である。 

 

２ 事業者に消費者関連情報を活用してもらうためのポイント 

 事業者に消費者関連情報を活用してもらうためには、次のようなポイントに留意

する必要がある。 

●行政が事業者の取組に合わせて消費者関連情報を提供すること 

現在、行政が行う一般的な情報提供（例えば、事業者の店舗へのポスター掲示

や、事業者の顧客へのチラシ配布等）においては、「行政が届けたい情報」を行政が

選択して事業者に提供することが多い。しかし、事業者による自主的な取組におい

て、事業者は「自らの取組において扱いたい情報」を届けており、行政は事業者が

扱いたいと思うような、自主的な取組に合った情報を提供する必要がある。 

《行政にとってのメリット》 

●事業者の店舗や配達網等のネットワークを活用して消費者に情報を届けること

ができる。 

●身近で普段付き合いのある事業者が顧客に直接コンタクトしてわかりやすく情

報を届けてくれるため、行政がポスター掲示やチラシ配布等のみを行う場合と

比較して、消費者に情報が届きやすくなる。 

●本社・本部等に提案して協力が得られれば、全国各地の個々の店舗等に提案し

なくても、効率的に全国各地に取組を展開することができる。また、事業者に

よる自主的な取組であるため、事業者側で一度取組が定着すれば、継続して情

報を活用してもらえる。 

《消費者にとってのメリット》 

●身近で普段付き合いのある事業者から情報が届けられるため、安心して情報を

受け取ることができる。 

●行政によってポスター掲示やチラシ配布等のみが行われる場合と比較して、事

業者が直接コンタクトして、よりわかりやすく情報を届けてくれる。 

●消費者に合わせてカスタマイズされた情報が提供されるため、消費者自身にと

って必要な商品やサービスの選択に役立つ。 
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●行政と事業者が相応に分担して情報提供を行うこと 

 事業者は消費者行政分野に詳しいとは限らず、事業者自ら消費者関連情報を探し

たり、顧客に分かりやすく伝えるために消費者関連情報を加工したりすることは容

易ではない。事業者による負担をできるだけ軽減するため、行政が担える部分は積

極的に担い、提供できる資源はできるだけ有効に活用するなど、行政と事業者が相

応に分担して情報提供を行う必要がある。 

 

３ 「共創型情報提供」の提案 

行政が事業者の取組に合わせて消費者関連情報を提供し、行政と事業者が相応に

分担して情報提供を行うために、行政は事業者と積極的に“対話”を行うことが不

可欠である。事業者による自主的な取組に合った情報や、それを顧客や地域住民等

に届ける手段（例えば、事業者の「場」で情報を説明するプレゼンター等）を、行

政と事業者が対話の上、事業者に提供するという手法を、本報告書では「共創型情

報提供」と呼ぶことにする。 
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（１）共創型情報提供のモデル 

ア 地方公共団体と事業者との“対話” 

“対話”とは、具体的には、事業者が情報を届けたい顧客層や取組の頻度、取

組の場所、情報を伝える媒体等に合わせて、行政から提供できる消費者関連情報

の内容や形式、顧客や地域住民等に届ける手段等を提案し、立場の違う行政と事

業者がお互いを理解し合いながら、双方がＷＩＮ－ＷＩＮとなるように話し合う

ものである。 

 

実際に、今回ヒアリングした事業者では地方公共団体と連携しているケースが多

く見られた。そのため、共創型情報提供における“対話”は、地方公共団体が事業

者（店舗や販売店、あるいは本部等ケースによって様々考えられる）と行うことを

想定する。なお、行政が届けたい情報を提供するよう事業者に協力を依頼

するために“対話”を行うのではない点に注意が必要である。ここでいう“対話”

とは、事業者による自主的な取組に合った情報を提供するために行うものである。 



52 
 

 

 

イ 共創型情報提供のフロー 

 

 行政から消費者に情報が提供されていくフローは上図の通りである。地方公共

団体は、事業者と“対話”を行い、自主的な取組に合った消費者関連情報を事業

者に提供するが、その際、必要に応じて地方公共団体は、国から情報を入手す

る。事業者は入手した情報を消費者に提供する。 
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ウ 共創型情報提供における地方公共団体・国・事業者の役割 

【地方公共団体】 

地方公共団体の消費者行政担当部署に次の各機能を追加し、事業者との“対話”

の体制を整える。 

事業者に対する消費者関連情報等の活用の提案 

事業者が活用できる消費者関連情報や、情報を事業者の「場」で説明する人材

（プレゼンター）等を提案する。 

事業者からの相談の受付 

事業者から消費者関連情報等の活用について相談を受ける。 

事業者への消費者関連情報等の提供 

事業者の自主的な取組に合わせて消費者関連情報やプレゼンター等を提供する。 

事業者への周知 

事業者向けの新たな機能が消費者行政担当部署に加わったことを、事業者に周

知する必要がある。例えば、消費者行政部署が既につながりを有する事業者に

周知する、事業者とのつながりを有する庁内の他部署経由で周知する、横浜市

の「共創フロント」や大阪府の「公民戦略連携デスク」のような公民連携窓口

経由で周知することが考えられる。 

【国】 

地方公共団体から事業者への消費者関連情報の提供を促すため、国が地方公共団

体をサポートする。 

地方公共団体への消費者関連情報を提供 

単に提供するだけではなく、地方公共団体が情報を選択しやすいように検索し

り、一覧で見ることができたりするように、消費者関連情報をライブラリ形式

にまとめたもの等により提供することが必要である。その際、事業者の要望を

想定して、例えば「高齢者向け」「子どもを持つファミリー向け」といったター

ゲット層や、「イベントでの説明に適したもの」「手渡し配布できるもの」とい

った提供方法等で分類をして、わかりやすく整理されていることが望ましい。 

【事業者】 

事業者は、地方公共団体に相談し、自社の取組で消費者へ提供する。 

地方公共団体へ消費者関連情報等の活用の相談 

自主的な取組で顧客や地域住民等に有益で価値のある情報を提供したいと考え

た際に、それに合った消費者関連情報や人材等を活用できないか、地方公共団

体の消費者行政担当部署に相談する。 

自主的な取組における消費者への消費者関連情報の提供 

地方公共団体から提供された消費者関連情報を自社の取組で活用し、消費者へ

提供する。  
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■共創型情報提供のモデル 

１．地方公共団体と事業者との“対話”とは 

 

 

２．共創型情報提供のフロー 

 

 

３．共創型情報提供の地方公共団体・国・事業者の役割 
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（２）共創型情報提供における地方公共団体の公民連携窓口の活用 

地方公共団体の消費者行政担当部署には、地方公共団体内の様々なルート等を

活用して連携相手となる事業者を見つけ周知し、事業者の相談を受け付け、消費

者関連情報等の活用を提案することが期待される。その際、横浜市の「共創フロ

ント」や大阪府の「公民戦略連携デスク」のような公民連携窓口が設置されてい

る地方公共団体では、この公民連携窓口を積極的に活用することも有効である。 

公民連携窓口では、事業者からの提案や相談を受け付け、事業者の動向やニー

ズを把握し、事業者と庁内部署との連携を実現する役割を担っている。事業者と

の連携事例が乏しい消費者行政にとって、このような公民連携窓口を通じて事業

者とのつながりやノウハウを活用できることは大きなメリットとなる。また、原

則として行政側の費用負担がなくても連携できるため、このような公民連携の取

組を活用すれば、予算等に制約がある消費者行政でも効率的・効果的に事業者と

の連携が実現できる可能性が十分にある。 

近年、ＰＰＰにより行政と民間が連携し、民間が持つノウハウや資源等を活用

して行政サービスの向上を図る動きが見られる中、公民連携窓口を設置する地方

公共団体も増えており、事業者との連携を効率的・効果的に実現させる一つの方

法として、消費者行政も積極的に活用することが期待される。 

 

 

４ 共創型情報提供の活用例 

 本章では共創型情報提供を提案したが、効果的な情報提供を行うためには、事業

者との共創により情報提供を行っていくことが重要となる。そこで、本章で提案し

た共創型情報提供のフローや各主体の役割を事業者の取組の中でどう活かしていく

のか、以下、活用例という形で業種別に紹介する 3。 

 

                                                      
3 ここでは、今回ヒアリングを行った事業者の業種を念頭に、小売業、生協・宅配業、金融業の活用例

を示している。 
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■小売業における活用例 

店舗や販売店等で開催するイベントや対面販売において情報提供を行う場合

に活用できる。 

店舗や販売店等で開催するイベントは、買い物客や地域住民等をターゲット

とした集客型の情報提供であり、さらに、年齢別の区分としては、高齢者向け

や子供を持つファミリー向けなどと位置付けることができる。そこで、地方公

共団体は店舗や販売店等と“対話”を行い、国が用意した消費者関連情報ライ

ブラリ等を活用して、集客型イベントの主たるターゲットに合わせた内容の情

報を提供する。 

集客型の情報提供では情報の内容を説明することが必要であるが、消費者行

政分野に詳しくない事業者が説明することは容易ではないため、地方公共団体

の消費者行政担当部署の職員、消費生活センターの相談員、地域の消費者団体

等、地域の実情に応じた人材を活用して説明することが必要である。 

対面販売では、店舗スタッフが対面で情報を提供できるため、ターゲットに

合わせた情報を個別に説明ができるといった特徴がある。地方公共団体は店舗

や販売店等と“対話”を行い、国が用意した消費者関連情報ライブラリ等を活

用して、この特徴に合った情報を提供する。 

全国各地に店舗を持つ事業者に対しては、消費者関連情報を全国各地の店舗

で扱ってもらうために、国も本社や本部等と“対話”を行い、事業者の要望を

聞き取り、行政から提供できる消費者関連情報を提案する。本社や本部等が、

全国各地の店舗に情報提供プログラムの一つとして消費者関連情報の提供を提

案し、情報の活用を支援する。 

 

■生協・宅配業における活用例 

配達の際に顧客に機関誌等を配布して情報提供を行う場合に活用できる。 

配達の場合、既に自社の顧客となっている消費者の属性を把握できるため、

その属性をターゲットとした情報を提供することができる。そこで、地方公共

団体が事業者と“対話”を行い、国が用意した消費者関連情報ライブラリ等を

活用して、特定のターゲットを対象とした情報を提供する。 

なお、機関誌に情報を掲載していただく場合、緊急のものを除き、年間で制

作計画が組まれ、数か月前から制作がスタートしているため、行政も計画的に

事業者と“対話”を行うことが必要である。 
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■金融業における活用例 

自社開催の金融セミナーやデジタルサイネージ、店舗窓口において情報提供

を行う場合に活用できる。 

自社開催の金融セミナーでは、金融に関連する情報を入手しようとする自社

の顧客または潜在的な顧客に対して情報提供を行うため、例えば金融関連の消

費者被害等の情報が求められる。また、集客型の情報提供であり、情報の内容

を説明する等の集客型に適した情報提供が必要である。地方公共団体は事業者

と“対話”を行い、国が用意した消費者関連情報ライブラリ等を活用して、こ

れらの条件を踏まえた消費者関連情報を提供する。 

デジタルサイネージは、店舗の待ち時間に情報提供できることが特長であり、

待ち時間の間に見られるような情報を提供することが求められる。地方公共団

体は事業者と“対話”を行い、国が用意した消費者関連情報ライブラリ等を活

用して、消費者関連情報を提供する。 

店舗窓口では、金融に関する相談の中でくらしに関する相談に話が及ぶこと

がある。その際、社内のスタッフの知識により可能な範囲で回答することにな

るが、行政が店舗に情報を提供しておくとスタッフも回答しやすくなる。そこ

で、地方公共団体は、国が用意している消費者関連情報ライブラリを活用して、

消費者関連情報を提供する。行政が提供する情報の形式は、社内で共有しスタ

ッフが学習するもの、直接顧客に手渡して説明するもの等、事業者の要望に合

わせる。 




